
尿貝り課税 との違 、ヽか ら

適用要件

インポイス との関連 まぜ

も う一度確認 してぁ‐こう !!

「簡
易
課
税
制
度
」
は
、　
一
定
の
要
件
を

条
件
に

「
み
な
し
仕
入
率
」
を
使

っ
て
消
費

税
額
を
計
算
で
き
る
制
度
で
す
。
納
税
額
の

算
出
が
容
易
に
な
る
な
ど
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ

り
ま
す
が
、　
一
方
で
還
付
が
受
け
ら
れ
な
い

な
ど
の
デ
メ
リ
ッ
ト
も
知

っ
て
お
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

こ
こ
で
は
原
則
課
税
と
の
違
い
か
ら
適
用

要
作
、
そ
し
て
イ
ン
ボ
イ
ス
と
の
関
連
ま
で
、

「簡
易
課
税
制
度
」
の
ポ
イ
ン
ト
を
お
さ
ら

い
し
ま
す
。

令
和
５
年
１０
月
１
日
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
が
始
ま
り
ま
し
た
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
と

は
仕
入
等
の
支
払
時
に

一
定
の
要
件
を
満
た

し
た
適
格
請
求
書
等
を
発
行
し
て
も
ら
わ
な

い
と
、
ク消
費
税
の
税
額
控
除
が
原
則
認
め

ら
れ
な
い
″
と
い
う
ル
ー
ル
で
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
影
響
で

「事
務
作
業

が
煩
雑
に
な

っ
た
」
「納
税
額
が
増
え
た
」

と
で
つ
事
業
者
も
数
多
く
い
ら
つ
し
や
い
ま

す
。
＞」ヽ
つ
し
た
問
題
を
解
決
す
る
手
段
の
一

つ
と
し
て
、
こ
こ
で
は
簡
易
課
税
制
度
に
つ

い
て
解
説
し
ま
す
。

消
費
税
簡
易
課
税
制
度

の

概
要
を
確
認
し
て
お
こ
う

消
費
税
の

「筒
易
課
税
制
度
」

お

さ

ら

ヽ｀

ノ
Ｅ
Ｅ
日
日
日

ト

税
理
士

平
井
満
広|

ま
ず
は
、
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
の
概
要

を
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

消
費
税
は

「販
売
時
に
顧
客
か
ら
預
か
っ

た
消
費
税
」
と

「購
入
時
に
仕
入
先
等
に
支

払
っ
た
消
費
税
」
と
の
差
額
を
消
費
者
に
代
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わ
っ
て
事
業
者
が
税
務
署
に
納
め
る
と
い
う

仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

例
え
ば

「売
上
１
１
０
０
万
円

（税
込
金

額
で
消
費
税
率
１０
％
。
以
下
同
じ
こ

「仕
入

８
８
０
万
円
」
で
あ
れ
ば

「売
上
に
係
る
預

り
消
費
税
１
０
０
万
円
」
と

「仕
入
等
に
係

る
支
払
い
消
費
税
８０
万
円

（
＝
控
除
税
額
こ

と
の
差
額
２０
万
円
が
事
業
者
の
納
税
額
と
な

り
ま
す
。
こ
う
し
た
計
算
方
法
を

一
般
課
税

（ま
た
は
原
則
課
税
、
本
則
課
税
）
と
い
い

ま
す
Э
一
般
課
税
の
考
え
方
は
シ
ン
プ
ル
で
す
が
、

す
べ
て
の
取
引
を
消
費
税
率
の
違
い

（１０
％
、

８
％
）
や
イ
ン
ボ
イ
ス
の
有
無
等
を
区
分
し

て
計
算
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
事
務
作
業

が
煩
雑
と
な
り
ま
す
Э
＞」ヽ
つ
し
た
事
務
負
担

を
軽
減
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
て
い
る
の
が

簡
易
課
税
制
度
で
す
Э

簡
易
課
税
は

「預
り
消
費
税
」
の
計
算
方

法
は
一
般
課
税
と
同
様
で
す
が
、「控
除
税
額
」

の
計
算
方
法
が
異
な
っ
て
お
り
、
実
際
の
仕

入
等
に
関
係
な
く

「預
り
消
費
税
」
に

一
定

割
合

令
み
な
し
仕
入
率
」
と
い
い
ま
す
）

を
乗
じ
て
算
出
し
ま
す
。
例
え
ば

「売
上
１

１
０
０
万
円
」
「み
な
し
仕
入
率
９０
％
」
で

あ
れ
ば

「預
り
消
費
税
１
０
０
万
円
」
は

一

般
課
税
と
同
額
で
す
が

「控
除
税
額
９０
万
円

（１
０
０
万
円
×
９０
％
こ

と
な
つ
て
差
額
１０

万
円
が
納
税
額
と
な
り
ま
す
。

国
税
庁
の
令
和
３
年
度
の
統
計
に
よ
る
と

衛
易
課
税
の
適
用
事
業
者
数
は
約
１
１
３
万

事
業
者
で
、
課
税
事
業
者
約
３
３
９
万
事
業

者
の
う
ち
約
３３
％
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

２
つ
め
の
メ
リ
ッ
ト
は

「納
税
額
が
少
な

く
な
る
場
合
が
あ
る
」
と
い
う
点
で
す
Э
実

際
に
支
払
う
仕
入
や
経
費
の
割
合
が
み
な
し

任
入
率
よ
り
も
低
い

（
＝
利
益
率
が
高
い
）

事
業
者
は
、
簡
易
課
税
の
納
税
額
の
方
が
少

な
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
例
え
ば

「売

上
３
３
０
０
万
円
」
「仕
入
経
費
１
１
０
０

万
円
」
の
事
業
者
は
、　
一
般
課
税
で
計
算
し

た
納
税
額
は
２
０
０
万
円

（
＝
３
０
０
万
円

１
１
０
０
万
円
）
と
な
り
ま
す
が
、
簡
易
課

税
の

「み
な
し
仕
入
率
５０
％
」
で
計
算
す
る

と
納
税
額
は
１
５
０
万
円

（
＝
３
０
０
万
円

１
３
０
０
万
円
×
５０
％
）
と
な
り
５０
万
円
の

得
に
な
り
ま
す
。

３
つ
め
の
メ
リ
ッ
ト
は

「イ
ン
ボ
イ
ス
の

保
存
が
不
要
」
と
い
う
占
【で
す
。
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
開
始
後
は
適
格
請
求
書
等

（イ
ン
ボ

イ
ス
）
の
保
存
が
税
額
控
除
の
要
件
の
一
つ

と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
簡
易
課
税
の
場
合
は

み
な
し
仕
入
率
で
控
除
税
額
を
計
算
す
る
た

め
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存
が
不
要
と
な
り
ま
す

（た
だ
し
簡
易
課
税
で
あ

っ
て
も
自
社
が
顧

客
に
発
行
し
た
売
上
に
係
る
イ
ン
ボ
イ
ス
の

写
し
の
保
存
は
必
要
で
す
）
。

一
方
の
デ
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て
も
見
て
お

煮
子
令
し
ょ

つヽ
Э

簡
易
課
税
の
１
つ
め
の
デ
メ
リ
ッ
ト
は

「納
税
額
が
多
く
な
る
場
合
が
あ
る
‐一
と
い

う
点
で
す
Э
実
際
に
支
払
う
仕
入
や
経
費
の

割
合
が
み
な
し
仕
入
率
よ
り
も
高
い

（
＝
利

益
率
が
低
い
）
事
業
者
は
、
簡
易
課
税
の
納

税
額
の
方
が
多
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
Э

ま
た
、
多
額
の
設
備
投
資
や
輸
出
取
引
で

消
費
税
額
の
還
付
が
見
込
ま
れ
る
場
合
で
あ

っ
て
も
、
簡
易
課
税
で
は
遺
付
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
「売
上
３
３
０
０
万
円
」

「仕
入
経
費
１
１
０
０
万
円
」
の
事
業
者
が

さ
ら
に

「設
備
投
資
５
５
０
０
万
円
」
を
行

な
っ
た
場
合
、　
一
般
課
税
で
計
算
す
る
と
△

３
０
０
万
円

（
＝
３
０
０
万
円
１
１
０
０
万

円
１
５
０
０
万
円
）
と
控
除
税
額
の
方
が
多

く
な
り
遺
付
と
な
り
ま
す
が
、
簡
易
課
税
で

計
算
し
た
納
税
額
は
１
５
０
万
円
で
変
わ
り

ま
せ
ん
Э
こ
の
場
合
は
、
簡
易
課
税
の
方
が

４
５
０
万
円
の
損
に
な
り
ま
す
。

２
つ
め
の
デ
メ
リ
ッ
ト
は
、
簡
易
課
税
を

選
ぶ
と
「
２
年
間
は

一
般
課
税
に
戻
れ
な
い
」

と
い
う
点
で
す
。
簡
易
課
税
を
選
ん
だ
事
業

者
が
す
ぐ
翌
年
に
多
額
の
設
備
投
資
を
し
た

と
し
て
も
、　
一
般
課
税
に
戻
し
て
消
費
税
の

遺
付
を
受
け
る
と
い
っ
た
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。簡
易
課
税
を
選
ぶ
際
は
、
自
社
の
事
業
の

種
類
や
収
益
性
、
設
備
投
資
の
予
定
等
も
考

慮
し
て
慎
重
に
判
断
し
ま
し
ょ
う
。
な
お
、

イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
て
免
税
事
業
者
か
ら

課
税
事
業
者
に
な
っ
た
事
業
者
は

「
２
割
特

例
」
と
の
比
較
も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す

（「
２
割
特
例
」
は
後
ほ
ど
解
説
し
ま
す
）Э

事
業
区
分
と
み
な
し
仕
入
率
は

こ

フ
な

っ

て

い

う

簡
易
課
税
の
計
算
で
用
い
る
み
な
し
仕
入

率
は
、
次
の
６
つ
の
事
業
区
分
ご
と
に
定
め

ら
れ
て
い
ま
す

（図
表
１
参
照
）
Э
簡
単
に

説
明
を
加
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

・
第
１
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
９０
％
）

第
１
種
事
業
に
該
当
す
る
の
は
「卸
売
業
」
　

ｌｏ‐

図表 1 事業区分とみなし仕入率

簡
易
課
税

の
メ
リ

ッ
ト
段

デ
メ
リ

ッ
ト
と
は

簡
易
課
税
の
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
「計

算
が
簡
単
」
と
い
う
占
いで
す
。
簡
易
課
税
は

売
上
金
額
さ
え
分
か
れ
ば
消
費
税
の
納
税
額

を
計
算
で
き
ま
す

（た
だ
し

「売
上
の
事
業

区
分
の
判
定
」
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
詳
細

は
後
ほ
ど
ご
説
明
し
ま
す
）。

|

率
一

第蜀種事業 900/。 卸売業

第2種事業 800/O 小売業

第3種事業 700/。
農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、

電気業、ガス業、熱供給業及び水道業

第4種事業 600/O
第 1～ 3種事業及び第 5、 6種事業以外の事
業

第5種事業 500/O 運輸通信業、金融業、保険業及びサービス業

第6種事業 400/。 不動産業
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で
、
具
体
的
に
は

「他
の
者
か
ら
購
入
し
た

商
品
を
そ
の
性
質
及
び
形
状
を
変
更
し
な
い

で
他
の
事
業
者
に
対
し
て
販
売
す
る
事
業
」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

み
な
し
仕
入
率
は
最
も
高
く

（消
費
税
の

納
税
額
が
最
も
小
さ
く
）
な

っ
て
い
ま
す
。

問
屋
が
メ
ー
カ
ー
か
ら
仕
入
れ
た
商
品
を
ス

ー
パ
ー
に
販
売
す
る
場
合
や
、
不
動
産
会
社

が
中
古
住
宅
を
買
い
取
り
そ
の
ま
ま
他
の
不

動
産
業
者
に
販
売
す
る
場
合
、
古
物
商
が
ネ

ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
で
購
入
し
た
商
品
を
リ

サ
イ
ク
ル
シ
ョ
ッ
プ
に
買
い
取
っ
て
も
ら
う

場
合
等
が
該
当
し
ま
す
。

・
第
２
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
８０
％
）

第
２
種
事
業
に
該
当
す
る
の
は
「小
売
業
」

で
、
具
体
的
に
は

「他
の
者
か
ら
購
入
し
た

商
品
を
そ
の
性
質
及
び
形
状
を
変
更
し
な
い

で
販
売
す
る
事
業
で
第
１
種
事
業
以
外
の
も

の
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

農
業
、
林
業
、
漁
業
の
う
ち
飲
食
料
品
の

販
売
も
第
２
種
事
業
と
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、

製
造
小
売
業
は
第
３
種
事
業
と
な
り
ま
す
。

ス
ー
パ
ー
が
聞
屋
や
メ
ー
カ
ー
か
ら
仕
入
れ

た
商
品
を
消
費
者
に
販
売
す
る
場
合
や
不
動

産
会
社
が
中
古
住
宅
を
買
い
取
り
そ
の
ま
ま

個
人
に
販
売
す
る
場
合
、
古
物
商
が
ネ
ッ
ト

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
で
購
入
し
た
商
品
を
個
人
に

転
売
す
る
場
合
等
が
該
当
し
ま
す
。

。
第
３
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
７０
％
）

第
３
種
事
業
に
該
当
す
る
の
は

「農
業
、

林
業
、
漁
業
、
鉱
業
、
建
設
業
、
製
造
業
、

電
気
業
、
ガ
ス
業
、
熱
供
給
業
及
び
水
道
業
」

で
、
第
１
種
事
業
ま
た
は
第
２
種
事
業
に
該

当
す
る
も
の
や
、
加
工
賃
等
を
対
価
と
す
る

役
務
の
提
供
を
行
な
う
事
業
を
除
き
ま
す
。

第
３
種
事
業
に
該
当
す
る
か
の
判
定
は
、

お
お
む
ね
日
本
標
準
産
業
分
類
の
人
分
類
に

掲
げ
る
分
類
を
基
礎
に
行
な
い
ま
す
。
メ
ー

カ
ー
が
問
屋
や
ス
ー
パ
ー
に
自
社
商
品
を
販

売
す
る
場
合
や
ス
ー
パ
ー
が
店
内
調
理
し
た

総
菜
を
販
売
す
る
場
合
、
不
動
産
会
社
が
自

己
建
設
し
た
住
宅
や
中
古
住
宅
を
買
い
取
っ

た
後
に
リ
フ
ォ
ー
ム
し
て
他
の
不
動
産
会
社

　

‐ｏ２

や
個
人
に
販
売
す
る
場
合
、
自
分
で
ハ
ン
ド

メ
イ
ド
し
た
小
物
や
衣
服
を
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ

プ
で
販
売
す
る
場
合
等
が
該
当
し
ま
す
。

。
第
４
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
６０
％
）

第
４
種
に
該
当
す
る
の
は
第
１
～
３
種
事

業
や
第
５
、
６
種
事
業
以
外
の
事
業
で
、
具

体
的
に
は
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
や
加
工
賃
等
を

対
価
と
す
る
役
務
の
提
供
を
行
な
う
事
業
等

が
該
当
し
ま
す
。

ス
ー
パ
ー
が
不
要
と
な
っ
た
段
ボ
ー
ル
等

を
売
却
す
る
場
合
や
自
社
ビ
ル
や
賃
貸
ア
パ

ー
ト
等
の
固
定
資
産
等
を
販
売
す
る
場
合
、

ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ
の
運
営
事
業
者
が
商
品
を

預
か
っ
て
受
託
販
売
す
る
際
の
販
売
手
数
料

等
が
該
当
し
ま
す
。

，
第
５
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
５０
％
）

第
４
種
に
該
当
す
る
の
は
運
輸
通
信
業
、

金
融
業
、
保
険
業
及
び
サ
ー
ビ
ス
業
で
、
第

１
～
３
種
事
業
に
該
当
す
る
も
の
や
飲
食
サ

図表2 2種 類以上の事業を行なう場合のみなし仕入率

第 1種事 第 2種事 第3種事 第4種事 第 5種事 第6種事
業に係る 業に係る 業に係る 業に係る 業に係る 業に係る
消費税額

十
消費税額

十
消費税額
+消
費税額
+消
費税額
十
消費税額

×900/o   ×809/0   ×700/0   ×600/0   ×500/0   ×400/0

第 1種事業～第6種事業に係る消費税額の合計額

―
ビ
ス
業
を
除
き
ま
す
。
第
５
種
事
業
に
該

当
す
る
か
の
判
定
は
、
お
お
む
ね
日
本
標
準

産
業
分
類
の
人
分
類
に
掲
げ
る
分
類
を
基
礎

に
行
な
い
ま
す
。

ス
ー
パ
ー
の
ゲ
ー
ム
コ
ー
ナ
ー
の
料
金
や

不
動
産
賃
貸
業
者
が
受
け
取
る
原
状
回
復
費

用

（工
事
を
し
な
い
で
室
内
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

の
み
等
の
場
合
）
、
ネ
ッ
ト
の
広
告
収
入
等

が
該
当
し
ま
す
Э

。
第
６
種
事
業

（み
な
し
仕
入
率
４。
％
）

第
６
種
に
該
当
す
る
の
は
不
動
産
業
で
、

第
１
～
３
種
事
業
及
び
第
５
種
事
業
に
該
当

す
る
も
の
を
除
き
ま
す
。
第
６
種
事
業
に
該

当
す
る
か
の
判
定
は
、
お
お
む
ね
日
本
標
準

産
業
分
類
の
大
分
類
に
掲
げ
る
分
類
を
基
礎

に
行
な
い
ま
す
Э
不
動
産
賃
貸
料
や
不
動
産

売
買
の
仲
介
手
数
料
、
賃
貸
不
動
産
の
管
理

手
数
料
等
が
該
当
し
ま
す
。

み
な
し
仕
入
率
の
計
算
方
法
で
す
が
、
２

種
類
以
上
の
事
業
を
営
む
事
業
者
の
み
な
し

仕
入
率
は
、
原
則
、
事
業
区
分
ご
と
に
売
上

に
係
る
消
費
税
額
を
加
重
平
殉
し
て
計
算
し

ま
す

（図
表
２
参
照
）。
例
え
ば
卸
売
業

（第

１
種
事
業
）
の
売
上
が
３
３
０
０
万
円
で
製

造
業

（第
３
種
事
業
）
の
売
上
が
１
１
０
０

万
円
の
場
合
、
原
則
、
み
な
し
仕
入
率
は

（３

０
０
万
円
×
９０
％
＋
１
０
０
万
円

×
７０
％
）

／
（３
０
０
万
円
＋
１
０
０
万
円
）
＝
８５
％
と

な
り
ま
す
。

な
お
、
２
種
類
の
事
業
を
営
む
事
業
者
の

う
ち
１
種
類
の
事
業
の
売
上
が
全
体
の
７５
％

以
上
の
事
業
者
は
、
そ
の
７５
％
以
上
の
事
業

の
み
な
し
仕
入
事
を
全
体
に
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す

（こ
の
取
扱
い
を

「
あ
％
ル
ー

ル
」
と
い
い
ま
す
）。
上
記
の
事
例
で
は
第

１
種
事
業
の
売
上
が
７５
％
以
上
な
の
で
、
全

体
の
み
な
し
仕
入
率
を
９０
％
と
し
て
計
算
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
３
種
類
以
上
の
事
業
を
営
む
事
業
者

は
、
特
定
の
２
種
類
の
事
業
の
売
上
が
あ
％

以
上
の
場
合
に
７５
％
ル
ー
ル
が
適
用
さ
れ
ま

す
Э

(みなし仕入率)
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簡
易
課
税
の
適
用
を
登
け
ゎ

た
め
の
手
続
き
は
こ
う
す
ろ

簡
易
課
税
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、

そ
の
受
け
よ
う
と
す
る
課
税
期
間
の
初
日
の

前
日
ま
で
に

「消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択

届
出
書
」
を
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
に
提

出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
１２
月
決
算
法
人

が
令
和
６
年
１
月
１
日
か
ら
簡
易
課
税
の
適

用
を
受
け
る
場
合
は
前
期
末
の
令
和
５
年
１２

月
３‐
日
が
届
出
書
の
提
出
期
限
と
な
り
ま
す
。

た
だ
し
新
規
開
業
等
し
た
事
業
者
は
、
開

業
等
し
た
課
税
期
間
の
末
日
が
提
出
期
限
と

な
り
ま
す
９
令
和
５
年
４
月
に
設
立
し
た
資

本
金
１
０
０
０
万
円

（設
立
初
年
度
か
ら
消

費
税
の
納
税
義
務
あ
り
）
の
３
月
決
算
法
人

は
、
今
和
６
年
３
月
３‐
日
ま
で
に
届
出
書
を

提
出
す
れ
ば
１
期
目
か
ら
簡
易
課
税
を
適
用

で
き
ま
す
Э

な
お
、
確
定
申
告
の
申
告
期
限
が
閉
庁
日

の
場
合
は
そ
の
翌
日
に
期
限
が
延
長
さ
れ
ま

す
が
、「消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
届
出
書
」

の
提
出
期
限
は
日
曜
日
等
の
閉
庁
日
で
あ
っ

て
も
延
長
さ
れ
ま
せ
ん
①
「令
和
５
年
１２
月

３‐
日

（大
晦
日
こ

や

「令
和
６
年
３
月
３‐

日

（日
曜
日
と

も
閉
庁
日
で
す
が
、
当
日

を
過
ぎ
て
届
出
書
を
提
出
す
る
と
簡
易
課
税

の
適
用
が
１
年
遅
く
な
る
の
で
ご
注
意
く
だ

Ｘ
いヽ
。
逆
に
簡
易
課
税
の
適
用
を
や
め
る
場
合
に

は
、
そ
の
や
め
よ
う
と
す
る
課
税
期
間
の
初

日
の
前
日
ま
で
に

「消
費
税
簡
易
課
税
制
度

選
択
不
適
用
届
出
書
」
を
納
税
地
の
所
轄
税

務
署
長
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
Э
た

だ
し
簡
易
課
税
は
、
選
択
し
て
か
ら
原
則
２

年
間
は
簡
易
課
税
を
継
続
し
な
い
と
や
め
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
例
え
ば
１２
月
決
算
法

人
が
令
和
６
年
１
月
１
日
か
ら
簡
易
課
税
制

度
を
選
択
し
た
場
合
は
、
令
和
７
年
１２
月
３‐

日
ま
で
簡
易
課
税
を
継
続
適
用
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す

（令
和
８
年
１
月
１
日
以
後
は
簡

易
課
税
を
や
め
る
こ
と
が
可
能
）。

簡
易
課
税
が
適
用
さ
れ
な

い

ケ
ー

ス
を
知

っ
て
ぉ
く

簡
易
課
税
の
概
要
は
こ
こ
ま
で
見
て
き
た

と
お
り
で
す
が
、
次
の
よ
う
な
場
合
は
簡
易

課
税
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

い

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
０
０
０

万
円
超
の
場
合

基
準
期
間

（原
則
２
期
前
）
の
課
税
売
上

高
が
５
０
０
０
万
円
超
の
課
税
期
間
は
、
届

出
書
を
提
出
し
て
も
簡
易
課
税
が
適
用
で
き

ま
せ
ん

（
一
般
課
税
が
強
制
適
用
）
Э
た
だ
し
、

そ
の
後
の
課
税
期
間
で
基
準
期
間
の
課
税
売

上
高
が
５
０
０
０
万
円
以
下
と
な
っ
た
場
合

は
簡
易
課
税
が
適
用
で
き
ま
す
。

側
　
調
整
対
象
固
定
資
産
を
取
得
し
た
場
合

次
の
事
業
者
が
そ
れ
ぞ
れ
一
定
の
期
間
に
、

税
抜
価
格
で
１
台
１
０
０
万
円
以
上
の
機
械

図表3 調整対象固定資産を取得した場合の簡易課税の適用制限 (資本
金11000万円の新設法人の場合)

設立

1期 2期 3期 4期 5期

(ケース 1)

(ケース 2)
車両購入 4期まで一般課税

※簡易課税不可

装
置
や
器
具
備
品
等
の
固
定
資
産

（「調
整

対
象
固
定
資
産
」
と
い
い
ま
す
）
を
取
得
し

て
そ
の
課
税
期
間
に

一
般
課
税
で
申
告
し
た

場
合
は
、
そ
の
取
得
し
た
課
税
期
間
か
ら
３

年
間
は
簡
易
課
税
を
適
用
で
き
ま
せ
ん

（
一

般
課
税
が
強
制
適
用
）。

③
　
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
を
提
出
し
た

課
税
事
業
者
…
届
出
書
の
提
出
か
ら
２
年

間
②
　
資
本
金
１
０
０
０
万
円
以
上
の
新
設
法

人
…
設
立
２
期
目
ま
で

例
え
ば
資
本
金
１
０
０
０
万
円
の
法
人
が
、

と
期
目
に
２
０
０
万
円
の
車
両
を
購
入
し
て

一
般
課
税
で
申
告
し
た
場
合
は
３
期
目
ま
で

一
般
課
税
が
強
制
適
用
さ
れ
、
４
期
目
以
降

で
な
い
と
簡
易
課
税
を
適
用
す
る
こ
と
が
で

き
ま
せ
ん

（図
表
３
の
ケ
ー
ス
ー
）。
ま
た

車
両
を
購
入
す
る
の
が
２
期
目
の
場
合
は
４

期
目
ま
で
一
般
課
税
が
強
制
適
用
さ
れ
、
簡

易
課
税
を
適
用
で
き
る
の
は
５
期
目
以
降
と

な
り
ま
す

（同
ケ
ー
ス
２
）Э

側
　
一島
額
特
定
資
産
を
取
得
し
た
場
合

課
税
事
業
者
が
、
税
抜
価
格
で
１
台
１
０

０
０
万
円
以
上
の
調
整
紺
象
固
定
資
産
や
棚

卸
資
産

（「高
額
特
定
資
産
」
と
い
い
ま
す
）

を
取
得
し
、
そ
の
課
税
期
間
に

一
般
課
税
で

申
告
し
た
場
合
、
そ
の
取
得
し
た
課
税
期
間

か
ら
３
年
間
は
簡
易
課
税
を
適
用
で
き
ま
せ

ん

（
一
般
課
税
が
強
制
適
用
）
。

例
え
ば
従
前
よ
り

一
般
課
税
を
適
用
し
て

い
る
課
税
事
業
者
が
、
Ｘ
期
目
に
２
０
０
０

万
円
の
工
場
を
建
設
し
て

一
般
課
税
で
申
告

し
た
場
合
は
、
Ｘ
＋
２
期
目
ま
で

一
般
課
税

が
強
制
適
用
さ
れ
、
Ｘ
＋
３
期
目
以
降
で
な

い
と
簡
易
課
税
を
適
用
で
き
ュ
せ
ん

（次
ペ

ー
ジ
図
表
４
の
ケ
ー
ス
ー
）。

た
だ
し
従
前
よ
り
簡
易
課
税
を
適
用
し
て

い
た
事
業
者
が
、
基
準
期
間
の
課
税
売
上
高

が
５
０
０
０
万
円
超
と
な
っ
た
こ
と
で

一
般

課
税
と
な
っ
た
課
税
期
間
に
た
ま
た
ま
工
場

を
建
設
し
た
場
合
は
、
そ
の
課
税
期
間
以
降

簡易課税可一般課税 一般課税 悦

一般課税 一般課税 悦

3期まで一般課税
※簡易課初 4ヽ口」

車両購入

簡易課税可

悦 簡易課税可
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悦一般課税

一般課税

工場建設

簡易課税可一般課税

備
投
資
や
商
品
の
買
い
増
し
等
を
行
な
っ
た

の
で
消
費
税
の
遺
付
を
受
け
る
等
の
目
的
で

簡
易
課
税
を
や
め
た
い
場
合
も
、
同
様
の
手

続
き
で
え
害
等
を
受
け
た
課
税
期
間
か
ら
簡

易
課
税
を
や
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

年
１０
月
１
日
に
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
て
課

税
事
業
者
と
な
っ
た
場
合
は
、
令
和
５
年
１２

月
３‐
日
ま
で
に
属
出
書
を
提
出
す
れ
ば
登
録

初
年
度
か
ら
簡
易
課
税
を
適
用
で
き
ま
す
Э

付
け
加
え
れ
ば
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

を
き
っ
か
け
に
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
て
免

税
事
業
者
か
ら
課
税
事
業
者
に
な
っ
た
事
業

者
は
、
基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
１
０
０

０
万
円
以
下
等
の
要
件
を
満
た
せ
ば
、
納
税

額
を
売
上
に
係
る
消
費
税
の
２
割
と
す
る
こ

と
が
で
き
る

「
２
割
特
例
」
が
新
設
さ
れ
て

い
ま
す
。

例
え
ば
売
上
９
９
０
万
円
の
事
業
者
が
２

割
特
例
を
適
用
し
た
場
合
、
納
税
額
は
１８
万

円

（
＝
９０
万
円
×
２０
％
）
と
な
り
ま
す
。
こ

の

「
２
割
特
例
」
は
、　
一
般
課
税

・
簡
易
課

税
に
か
か
わ
ら
ず
申
告
時
に
選
択
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
事
前
の
手
続
き
も
不
要
で
一

度
選
択
し
た
後
に
継
続
す
る
必
要
も
あ
り
ま

せ
ん
Э
２
割
特
例
を
適
用
で
き
る
の
は
令
和
５
年

１０
月
１
日
か
ら
令
和
８
年
９
月
３０
日
ま
で
の

の
基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
０
０
０
万

　

‐０６

円
以
下
と
な
れ
ば
再
び
簡
易
課
税
を
適
用
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す

（同
ケ
ー
ス
２
）Э
調

整
対
象
固
定
資
産
と
似
た
よ
う
な
制
度
で
す

が
、
対
象
資
産
や
対
象
事
業
者
の
範
囲
が
異

な
る
の
で
注
意
し
ま
し
ょ
う

（図
表
５
参
照
）Э

な
お
、　
一
般
課
税
で
申
告
し
て
い
る
課
税

事
業
者
が
、
地
震
や
豪
雨
、
落
雷
等
の
自
然

災
害
や
火
災
や
爆
発
事
故
等
の
被
害
を
受
け

た
た
め
、
事
務
作
業
を
簡
素
化
す
る
等
の
目

的
で
簡
易
課
税
を
適
用
し
た
い
場
合
は
、
災

害
等
が
や
ん
だ
日
か
ら
２
ヵ
月
以
内
に

「災

害
等
に
よ
る
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択

（不
適
用
）
届
出
に
係
る
特
例
承
認
申
請
書
」

と

「簡
易
課
税
制
度
選
択

（不
適
用
）
届
出

書
』
を
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
に
提
出
し

承
認
を
受
け
る
こ
と
で
、
災
害
等
を
受
け
た

課
税
期
間
か
ら
簡
易
課
税
を
適
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

ま
た
簡
易
課
税
で
申
告
し
て
い
る
課
税
事

業
者
が
災
害
等
の
被
害
を
受
け
、
臨
時
の
設

日
の
属
す
る
課
税
期
間
と
さ
れ
て
い
ま
す
Э

免
税
事
業
者
の
１２
月
決
算
法
人
が
令
和
５
年

１０
月
１
日
に
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
し
て
課
税

事
業
者
と
な
っ
た
場
合
は
、
令
和
５
年
１２
月

期
～
令
和
８
年
１２
月
期
の
最
大
４
期
で

「
２

割
特
例
」
を
適
用
で
き
る
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。

●
ひ
ら

い
　
み

つ
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ろ

１
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埼
玉
県
生
ま
れ
。
日
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大
学
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学

部
心
理
学
科
卒
業
。
中
央
競
馬
ピ
ー
ア
ー
ル
セ
ン

タ
ー
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Ｒ
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関
連
企
業
）
を
経
て
、
く
Ｃ
Ｃ
Ｓ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

（京
セ
ラ
関

連
企
業
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入
社
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０
０
８
年
、
平
井
会
計
事
務

所
開
業
９
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況
】
八
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ー
ポ

ッ
タ
ー
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ス
タ
ジ

オ
ツ
ア
ー
に
行
き
ま
し
た
。
大
迫
力
で
精
巧
な
セ

ッ
ト
を
間
近
で
見
た
り
、
映
画
に
参
加
し
た
よ
う

な
撮
影
体
験
を
し
た
り
と
、
家
族
で
魔
法
の
世
界

を
堪
能
し
て
き
ま
し
た
。
で
も
パ
タ
ー
ビ
ー
ル
だ

け
は
ま
だ
慣
れ
ま
せ
ん
ね
…
っ

図表4 高額特定資産を取得した場合の簡易課税の適用制限
X-1期 X期 X+1期 X+2期

イ
ン
が
イ
ス
制
度
と
簡
易
誤
税

届
出
書

の
提
出
時
期

の
特
例

最
後
に
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
と
簡
易
課
税

届
出
書
の
提
出
時
期
の
特
例
に
つ
い
て
触
れ

て
お
き
ま
す
Э

免
税
事
業
者
が
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
始

ま
っ
た
令
和
５
年
１０
月
１
日
か
ら
令
和
１１
年

９
月
３０
日
ま
で
の
日
の
属
す
る
課
税
期
間
に

イ
ン
ボ
イ
ス
を
登
録
し
課
税
事
業
者
と
な
る

場
合
は
、
登
録
日
が
属
す
る
課
税
期
間
中
に

「消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
届
出
書
」
を

提
出
す
れ
ば
、
そ
の
課
税
期
間
か
ら
簡
易
課

税
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

免
税
事
業
者
の
１２
月
決
算
法
人
が
令
和
５

工場建設

基準期FD号の

課税売上

5〔 ll〔 万円超

※簡易課税不可

基準期間の

課税売上

5,Ollll万 円以下

X+2期 まで
一般課税

※簡易譲税不可

基準期間の

課税売上

5000万 円以下

X+3期

基準期間の

課税売上

5000万円以下

(ケース 1)

(ケース2)

基準期間の

課税売上

5,000万円以下|

図表5 調整対象固定資産と高額特定資産の取り扱いの主な相違点

簡易課税簡易課税簡易課税簡易課税

|.:岳

:ヨ0,IIを:EI言,と,|

11彗

:と

`宮

i言 !|暉 子艤轟議rl― |― ||●
(||キ
■|= :尋等著

調整対象

固定資産
O含む ×含まない

]単位税抜

100万円以上

課税事業者選択届

出言を提出した事

業者

資本金1,000万 円

以上の新設法人

等

属出書の提出から原

則2年間

法人設立から原則2
期目まで

高額

特定資産
〇含む ○含む

]単位税抜

1,000万円以上

とくになし (すべ

ての課税事業者)

とくになし (すべて

の課税期間)
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